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深海⼤国である我が国は、防災、海洋状況把握（MDA）、海底鉱物資源、海洋
環境、⽣物等の分野において引き続き世界をリードする研究開発を実施するため、海
洋の安全保障及び持続可能な海洋の実現に資する深海・海溝域の探査・採取プラッ
トフォームを構築することが求められる。

深海・海溝域の探査・採取プラットフォームが目指す概念図



深海探査の意義
 我が国は、排他的経済⽔域（EEZ）の⾯積が世界第６位であるとともに、その約半分が⽔深4,000m以

上を占め、5,000ｍ以深の体積においては世界第1位を誇る深海⼤国である。
 第４期海洋基本計画に掲げられた「総合的な海洋の安全保障」と「持続可能な海洋の構築」を実現するた

めには、⾃国のEEZの状況を正確かつ効率的に把握し、利活⽤することが⼤前提であり、EEZの⾯積の約半
分を占める⽔深4,000m以深の探査能⼒を維持・強化することは不可⽋である。

 深海は、海溝型地震発⽣・海底⽕⼭活動のメカニズム等の解明、多様な鉱物・⽣物資源の特徴把握などの
海洋の安全保障、及び海底地質や⽣態系の調査を通じた環境変動等の解明、海洋プラスチック等の海洋
汚染の把握などの持続可能な海洋の実現を⽬指す上で不可⽋なフィールドであり、その探査の意義は極めて
⼤きい。

6,000m以深の面積も世界第1位（※第2位ロシアの2倍以上）

5,000m以深の体積は世界第1位

図. ⽇本のEEZとその⽔深

表. 世界の200海里水域における深度別海水体積ベスト5

出典： https://www.spf.org/opri/newsletter/123_3.html

その約半分が水深4,000ｍ以上、6％は6,000ｍ以上

200海里水域の面積：447万㎢ 世界第6位（体積では第4位）
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深海探査の現状と課題

HOV
Human 

Occupied 
Vehicle

有人潜水調査船

●モノを採る・置く
●長時間動く

日本

海外

しんかい6500

奮闘者（中国科学院深海科学・工学研究所）ほか中国

11,000m6,500ｍ

Aｌvin(WHOI)ほか

AUV
Autonomous 
Underwater

Vehicle

自律型無人
探査機

ROV
Remotely 
Operated 
Vehicle

遠隔操作型
無人探査機

●広いエリアを観察する
（※巡航型の特長）

Triton 36000/2（市販品）

EEZの面積の

約97％

4,500ｍ

かいこうMk-Ⅳ/ハイパードルフィン

海竜Ⅲ（中国自然資源部）ほか
6,000ｍ

8,000ｍ

着底型開発中

しんりゅう6000（海外製市販品）

6,000ｍ

EEZの面積の

約55％

EEZの面積の

約94％
うらしま8000（開発中）

HUGIN Superior（市販品）ほか

悟空（ハルビン工程大学）ほか

世界最深部

https://www.whoi.edu/what-we-
do/explore/underwater-vehicles/hov-alvin/ https://tritonsubs.com/subs/t36000-2/

http://www.cssrc.com/wcases/wdetail/1135.htmll

https://spc.jst.go.jp/news/190403/topic_1_05.html

https://www.kongsberg.com/disco
very/autonomous-and-uncrewed-
solutions/auv/hugin/

http://sec.hrbeu.edu.cn/2021/
1126/c257a279221/page.htm

日本

海外

中国

日本

海外

中
国

7,000ｍ
Argus Worker（市販品）ほか

https://www.argus-
rs.no/argus-worker

●直接見る
●モノを採る・置く
●機敏に動く

●モノを採る・置く
●長時間動く

巡航型AUV

ホバリング型
AUV

 現在、我が国が保有している航⾏型AUV「うらしま」を深度8,000m級とする改造を⾏っているが、航⾏型
AUVは機能的特徴からHOVやROVが得意とする試料採取などの調査・作業を代替することは困難である。
⽔深6,000m以深での調査・作業が可能な我が国の探査機は、現状「しんかい6500」のみという状況である。

 ⼀⽅、海外では深海探査能⼒が向上し、市販の無⼈探査機で⽔深6,000m級の探査を⾏うことが可能と
なっていることからも、かつて世界⼀だった我が国の深海探査能⼒が他国から後れを取っていることは否めず、各
種深海探査機の開発と搭載可能な⺟船を含めた新たな探査・採取プラットフォームの構築が急務である。
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【⾼効率化】
 即応性が求められる研究課題に対し広域探査から試料採取までを包括的かつ効率的に調査可能
 深海調査研究によって解明すべき課題は増加し、かつ多分野化傾向にあるため、従来⼿法を上回る調査効率の向上が必要
 各種探査機を⺟船に同時搭載することにより、約３倍※の効率化。⼀研究当たりの航海⽇数・探査時間の⼤幅短縮が可能

※⼀例として探査機の個別搭載、個別運⽤の場合３航海、計51⽇かかる探査・採取が同時搭載、同時運⽤により1航海、15⽇間となる⾒込み
 探査機の着⽔揚収システムを⾒直し、スイマーによる作業を⼤幅に減らすことで、作業の省⼈化・リスクの軽減が可能
【共⽤基盤】
 幅広い産学官の利活⽤を促進するために、研究コミュニティ及び産業界に広く研究機会を提供するとともに、
新たな探査機（AUV、ROV等）の開発から実⽤までの共⽤基盤としても提供

深海・海溝域の探査・採取プラットフォームについて

航⾏型AUV
詳細な地形探査

HOV
試料採取・装置の設置回収等の海中作業

ROV 作業型AUV

～4000m

～6000m

～8000m ※開発中
うらしま8000

～4500m

～6500m

～
11,000m

※開発中
フルデプス探査機

航⾏型AUV ROV等作業型探査機

「超深海」探査⺟船︓
・特⻑の異なる各種探査機同時搭載

※イメージ図

深海⼤国である我が国の海洋の安全保障及び持続可能な海洋の実現を⽬指し、各種探査機を効率的かつ
効果的に運⽤するための深海・海溝域の探査・採取プラットフォームを構築することで、防災、環境、資源分野
等の新たな科学的知⾒を創出し、社会課題の解決に貢献する。

各種探査機︓
調査対象・⽬的等により、適切な組み合わせで連続または同時運⽤

探査・採取プラットフォーム
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「超深海」探査⺟船が⽬指すべき機能等
 特⻑の異なる探査機を同時搭載。調査対象・⽬的等により、適切な組み合わせで各種探査機を連続また

は同時運⽤することで、最⾼効率のサンプル採取機能を実現するとともに温室効果ガス排出抑制を実現
 省⼈化、⾃動化技術を取り⼊れることによる、探査機等の安全かつ効率的運⽤機能の整備（スイマーレ

スでの着揚収機能など）
 陸電の活⽤等による環境へのインパクト最⼩化、ユニバーサルデザインの採⽤等による乗船者の居住性への

配慮、研究者の利便性向上、通信環境常時最新化等

フルデプス
無人探査システム

（ランダー＋作業型AUV）

超深海AUV（8,000m級）
「うらしま8000」

有人潜水調査船
「しんかい6500」

フルデプスでの調査・作業
各種探査機を組み合わせて

同時かつ効果的に調査海溝域の広範囲探査
※現時点での構想図であり、搭載機器については

今後の各種検討等で変更となる可能性がある 6

うらしま8000︓広域の海底地形調査
しんかい6500︓海底⾯観察、サンプリング
フルデプス無⼈探査システム︓
6500m以深の観察、サンプリング
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 令和7年度時点において、有⼈潜⽔調査船「しんかい6500」は建造後36年、
潜⽔調査船⽀援⺟船「よこすか」は建造後35年を経過している。

 法令に基づく検査・整備で必要な安全性を確保しているが、通常の整備では
補修が追い付かない減⾁や配管破孔、搭載機器の経年劣化、機器本体の
製造終了や部品の⼊⼿不可という事態が発⽣し対策が急務。

主蓄電池槽（均圧容器）
⽼朽化
→新たな電池槽の製作が必要

「しんかい6500」
「しんかい6500」は国内で唯⼀の有⼈潜⽔
調査船であるため、機器部品にオリジナル
品が多い⼀⽅、それら部品の⽣産中⽌や機
器メーカーのサポート停⽌などが進んでい
る状況。引き続き、わが国の深海探査能⼒
を維持するため、「しんかい6500」を安全
に運航させるための対策が不可⽋。

「よこすか」
船体構造部材をはじめとし
、建造当初から使⽤してい
る機器等の経年劣化への対
応が必要。特に「しんかい
6500」の運⽤に必須であ
る着⽔揚収装置の油圧機器
や制御盤関連機器等は⽼朽
化のため腐⾷が著しいとこ
ろ、部品⽣産が中⽌されて
いるものも多く、抜本的な
対策が不可⽋。

着⽔揚収システム
制御盤整備部品
製造終了

燃料タンク
破孔・減⾁

建造時12mmから
記載の数値へ減⾁

Aフレーム
クレーン
構造部材
腐⾷

破孔

着⽔揚収システム油圧配管腐⾷

⾳響機器 昇降装置
構造部材腐⾷

バウスラスタレセス内
外板減⾁

破孔

⽀援⺟船「よこすか」、有⼈潜⽔調査船「しんかい6500」⽼朽化の現状

緊急離脱ボルト
ガス発⽣剤の⽣産中⽌
→代替品の開発が必要



⼤深度探査機開発の進捗

音響通信により受信した画像
・画像サイズ：640×520px
・圧縮：jpg30％

うらしま8000(航⾏型AUV)フルデプス無⼈探査システム(ランダー＋⼩型AUV)

ロボットアームをターゲットに
向けて制御

ランダー部分(実機)
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 ランダーシステムに⾃動サンプリング装置を搭載し、
⽔深9,200mにおいて作動試験を実施。ロボット
アームの⾼精度⾃律制御等のサンプリングに必要
な動作の実証に成功。

 今後は、サンプリング装置を搭載した⼩型AUVを
開発。それをランダーから発進させ実際のサンプリン
グ⾏動を模した海域試験を⾏う等、機能向上を⾏
いつつ研究航海にも供していく予定。

 国産航⾏型AUVとしての最⾼深度である、
⽔深8,015.8mへ到達のうえ、地形データ
等を取得。

 今後は、実際の調査を模した観測試験を⾏
い、研究航海に供していく予定。

指⽰値 実績値

※ 写真は、深度8000mを越えた時のもの。
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探査・採取プラットフォームに期待する研究例（総合的な海洋の安全保障への貢献）

海域における地震・津波・⽕⼭噴⽕の予測やリスク評価
に貢献する防災研究
課題
 地震津波発⽣ポテンシャル評価に関わる⾼分解能地形

調査・巨⼤地震津波履歴調査が不⼗分
 海域⽕⼭体全体の地殻変動観測や噴出物採取の⼿

段がなく、ほとんどの海域⽕⼭において噴⽕様式、規模
等の活動履歴は未把握

以下の実現を期待
 ⾼解像度海底地形・地下構造探査や微地形・堆積物

の観察と各種装置のピンポイント設置による現場観測、
堆積物記録に基づく地震津波履歴復元、地震断層モ
デルの想定と津波の影響評価

 平時と活動時の⾼分解能海底地形・浅部構造探査に
よる差分地形地殻変動観測、⽕⼭活動時の噴出物採
取、柱状堆積物採取による活動履歴、影響範囲の推
定により、⽕⼭噴⽕のリスク評価・軽減に貢献

海底鉱物資源研究
課題
 ⽇本近海の海⼭に広く分布すると推定される海底鉱物資

源の成因・産状・分布は解明が急務

以下の実現を期待
 海⼭全体の⾼解像度地形調査、

反射強度によるクラスト被覆調査、
海⼭複数箇所からのサンプル
採取による科学的情報の提供地形図から判別した地すべりの兆候がある地形

(Kawamura et.al 2012) 海域⽕⼭は国内で34か所

海洋状況把握（MDA）に貢献する研究
課題
 排他的経済⽔域の⾯積の約半分

である⽔深4,000m以深の海域が占め
るものの、その深海域のうち、これまで
探査された海域はごく僅か

以下の実現を期待
 我が国の海洋状況把握（ＭＤＡ）構想を踏まえ、情報

収集体制を⼀層強化するために、深海探査機を効率的
に同時運⽤することにより、平時から海底地形計測や海
底下構造探査等を⾏い、海域地震、海底⽕⼭活動及び
海洋環境保全等に資する多様な情報を、迅速かつ効率
的に収集・集約

拓洋第３海⼭だけを⾒ても、各鉱
物資源の被覆度は⼤きく異なる

うらしま8000による⾼解像
度海底地形計測と海底下
浅部構造探査のイメージ
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海洋プラスチック動態及び汚染の実態解明研究
課題
 海溝斜⾯における⾕地形や深海・海溝域等には、⼤

量の海ごみの集積が⾒込まれる⼀⽅、マイクロプラスチ
ックを含む海ごみの深海での分布に関する知⾒はほと
んど無く、⽣態系への影響も懸念

以下の実現を期待
 地形的に集積が⾒込まれる⼤陸斜⾯ー海溝の精密

地形調査、輸送経路解明のための海ごみ採取、深
海に⽣息する⽣物の採取と⽣物体内のマイクロプラス
チック、汚染物質分析による海洋プラ汚染の⽣態系
影響実態把握、汚染対策の実効性把握に貢献

海域保全のための⽣物多様性研究
課題
 沖合海底⾃然環境保全区域の⽣物多様性

把握とモニタリングが必要な⼀⽅、多様性
の定量的把握と保全に必要なデータが不⾜

以下の実現を期待
 伊⾖⼩笠原海溝、マリアナ海溝などの⽣物

採取、ハビタットマッピング、採取した試料に
基づく⾷物網構造などの⽣態情報把握、
分散シミュレーションによる接続性の推定
とその保全に向けた科学的知⾒を提供

混濁流が海ごみ等を素早く深海底に輸送すると
いう運搬経路が解明されたが、広域での⼀般性
の確認が必要

複数海域の深海⽣物からも
PCB等の⼈為汚染物質が検出。
マイクロプラスチックが運搬源と
なっている可能性あり。

Tsuchiya et al. (2023) Nakajima et al. (2023)

沖合海底⾃然
環境保全区域

沖合深海底の海洋
保護区から15種の

新種を発⾒

マリアナ海溝のヨコエビ
から有⽤酵素発⾒

鉄の鱗をもつ唯⼀⽣
物スケーリーフット

深海バイオリソースの探索及び利活⽤研究
課題
 深海⽣物は学術的価値に加え有⽤な機能

を有している可能性があるにも関わらず、
深海や海底下の微⽣物の99%以上は未知

以下の実現を期待
 微⽣物を含む海底堆積物採取、噴出

する海底下からの流体採取、超深海での⽣
物採取により、我が国独⾃の学術分野・⽂化
の発展と国際的バイオリソースシェアの拡⼤

探査・採取プラットフォームに期待する研究例（持続可能な海洋の構築への貢献）

Chen et al. (2024)



深海探査機の役割分担による効率化の例（東北沖の海底地すべり地形の把握）

11

Kawamura et al. (2012)

地すべり地形
正断層

地すべり地形
滑落崖 崩壊

ブロック タービダイト
https://www.geological-digressions.com/submarine-landslides-danger-lurks-in-the-ocean-deep/

拡大図

断面図

調査①（航行型AUV）
うらしま8000を用いた広域の地形調査

調査②（HOV）
しんかい6500による横断測線観察、表層採泥

調査③
ピストンコアラーによる長時間軸試料の採取

調査④（作業型AUV）
フルデプス無人探査システムによる観察、
サンプル採取、現場計測

東北沖では、巨大地震と津波が繰り返し発生、
それらの発生履歴やメカニズムの解明を目的に、
複数の探査機を活用した調査を計画

ピストンコアラー
堆積物採取

しんかい６５００
による観察

フルデプス無人探査
システムによる観察

従来、調査手法毎に分かれていた航海を１つ
の航海で行うことで効率化



深海・海溝域の探査・採取プラットフォームによるその他の社会的貢献

• 海上⾃衛隊哨戒ヘリSH-60K機体捜索に係る海域調査に協⼒（2024年、防衛省への協⼒ ⽔深約5,500m海域）

• 航空⾃衛隊F-35A戦闘機捜索に係る海域調査に協⼒（2019年、防衛省への協⼒ ⽔深約1,500m海域）

• 護衛艦「あたご」と漁船「清徳丸」衝突事故の海域調査に協⼒（2008年、防衛省への協⼒ ⽔深約1,830m海域）

• 打ち上げに失敗し落下したH-Ⅱロケット８号機の第1段ロケット機体捜索に係る海域調査に協⼒
（1999年、NASDAへの協⼒ ⽔深約2,900m海域）

• 学童疎開船「対⾺丸」調査への協⼒（1997年、沖縄開発庁（現内閣府）への協⼒ ⽔深約870m海域）

過去のJAMSTECが協力した深海の落下物調査等の事例

 深海に落下物が沈んだ場合、落下物の位置や深度の調査は主に船舶や深海探査機が⽤いられる。
 過去の深海の落下物調査に際し、JAMSTECが有する船舶や深海探査機は⼤きな貢献を果たしてきた。
 我が国が深海・海溝域を探査・アクセスできる能⼒を途切れることなく維持し、緊急時にその深海探査能⼒を

発揮するためには、探査・採取プラットフォームの構築が不可⽋である。

H-Ⅱロケット機体
の⼀部

海底で確認された
対⾺丸の船名
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深海・海溝域の探査・採取プラットフォームによる経済・社会的効果
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社会的効果
⼈材育成の拠点としての活⽤
最先端の観測技術や、海洋調査技術のPFを利⽤する機
会を⼤学や他の研究機関、企業等に提供することにより、
次世代の海洋⼈材の育成に資する。
※例︓「よこすか」による「ガチンコ航海」の実施（⼤学⽣を
対象とした海洋⼈材の育成）、GIGAスクール特別講座に
よる⼩学⽣向け講座開催、海洋STEAM教育への貢献

国⺠への訴求
最新技術を搭載した船舶を活⽤し、⽇本の海洋のポテンシ
ャルや利⽤可能性を最新の通信環境等を活⽤し可視化す
ることで、国⺠への訴求と理解の促進を図るとともに、国⺠
が海洋の魅⼒に触れる機会を創出する。

経済的効果
新技術創出の場・洋上ラボとしての活⽤
オープン・イノベーション戦略の⼀環として、PFを新技術*・
新ビジネスの試験運⽤・共同研究の場として活⽤する。
*例えば、現在のよこすか・しんかい6500では新規⽣分
解プラスチック素材の深海分解実験を実施
（出典︓https://www.jamstec.go.jp/j/about/press_release/20250410/）

「新技術、新ビジネス」の想定される活⽤法

「ガチンコ航海」の様⼦ 海洋STEAM教育
（深海探査の探究）の様⼦

深海堆積物のサンプリングの
様⼦（柱状採泥）

深海微⽣物株のイメージ
出典）JAMSTEC令和５年度
事業報告書

深海で採取された堆積物や微⽣物等のバイオリソースを
⽤いた研究開発を⾏うとともに、当該資料を広く提供する
ことで⺠間企業における産業利⽤等での活⽤を期待。



まとめ

 第４期海洋基本計画に掲げられた「総合的な海洋の安全保障」と「持続可能な海洋の構
築」を実現するためには、⾃国の排他的経済⽔域（EEZ）の状況を正確かつ効率的に把
握し、利活⽤することが⼤前提であり、EEZの⾯積の約半分を占める⽔深4,000m以深
の探査能⼒を維持・強化することは不可⽋である。

 我が国は世界でも随⼀の深海⼤国である⼀⽅、海外における深海探査能⼒の向上に⽐
すると、我が国の深海探査能⼒が他国から後れを取っていることは否めず、また、現有機
材の⽼朽化も深刻な状況である。このため、⼤深度探査機の技術開発を推進するととも
に、各種深海探査機を搭載可能な⺟船を含めた新たな探査・採取プラットフォームの構
築を早急に進め、我が国の深海探査能⼒の効率性をより⾼め、かつ途切れることなく維
持・強化することが求められる。

 省⼈化、⾃動化技術を取り⼊れ効率的運⽤を可能とする深海・海溝域の探査・採取プ
ラットフォームを構築することにより、海洋の安全保障（防災、MDA、海底鉱物資源等）
や持続可能な海洋（海洋環境、⽣物等）に寄与する新たな科学的知⾒を創出し、社
会課題の解決に貢献する必要がある。

 また、本プラットフォームの構築により技術⾰新、ビジネス機会の創出や、次世代の海洋⼈
材の育成に貢献する。
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